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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成していないので，中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については，記載し

ていない。 

２ 売上高には，消費税等は含まれていない。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については，潜在株式がないため記載していない。 

  

回次 第97期中 第98期中 第99期中 第97期 第98期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 2,104 2,589 2,972 4,488 5,318

経常利益 (百万円) 11 139 118 73 233

中間(当期)純利益 (百万円) 11 137 117 69 228

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(百万円) 5 6 4 7 14

資本金 (百万円) 503 503 503 503 503

発行済株式総数 (千株) 7,843 7,843 7,843 7,843 7,843

純資産額 (百万円) 1,071 1,283 1,510 1,163 1,389

総資産額 (百万円) 3,777 4,219 4,648 4,033 4,981

１株当たり純資産額 (円) 136.99 164.26 193.62 148.78 177.57

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 1.44 17.58 15.09 8.92 28.69

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 0.00 0.00 0.00 2.50 5.00

自己資本比率 (％) 28.4 30.4 32.5 28.8 27.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 198 99 229 307 34

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △39 △18 △51 △88 △75

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △96 △69 △102 △94 83

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 251 324 431 313 355

従業員数 (人) 200 193 196 198 196



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において，当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について，重要な変更はな

い。また，主要な関係会社における異動もない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において，重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員である。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は中央製作所労働組合と称し，上部団体に加入せず穏健な動きを示しており，平成17年９月30日

現在組合員数は136名である。 

労働協議会は毎月１回開催され，労使間の意思の疎通を図っている。 

  

従業員数(人) 196 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は，原油価格の高止まりや，素材価格の高騰などの影響が懸念されたもの

の，デフレ感や金融不安も薄らぎ，企業収益の改善に伴う民間設備投資の増加に加え，雇用や所得環境にも徐々に

改善が見られるなど，景気は緩やかながらも回復基調の中で推移した。一方，海外経済については，米国では，自

然災害の問題が発生したものの全般的には好調な個人消費に加え，設備投資なども底堅く推移し景気の拡大が見ら

れたほか，アジア経済についても，ITやデジタル分野での在庫調整が終盤を迎えつつあることに加え，中国では，

人民元の管理フロート制への移行後も依然として高い成長率を持続し，アジア諸国からの製品輸出先として景気の

先導役となるなど，景気は概ね拡大基調で推移した。 

このような経営環境の中で当社は，国内ならびに海外の既存市場からの確実な受注に向けて積極的に営業活動を

展開するとともに，新技術・新商品の開発に注力し，新規市場への参入を目指した。 

その結果，当中間会計期間の受注総額は2,844百万円（前年同期比6.5％増），売上総額は2,972百万円（前年同期

比14.8％増）といずれも増加した。 

 主な商品別セグメントの業績は，以下のとおりである。 

（電源機器） 

めっき用電源や，電着塗装用電源としての用途が主体の自動車業界をはじめ，IT関連業界等からの受注を確保

するために，技術提案を主体とした顧客訪問を積極的に行い受注の確保に努めたほか，パルス電源装置のコスト

ダウンも含めた改良型の開発にも注力し，その拡販に努めた。その結果，受注高は831百万円（前年同期比9.6％

増）と増加したが，売上高は826百万円（前年同期比7.1％減）と減少した。 

なお，並行して，当社の持つコア技術である電力変換技術の市場開拓を目指して，分散電源・配電系統等の効

率化を意図した低圧潮流制御装置の開発に力を注いだが，来期以降市場への投入を図る所存である。 

（表面処理装置） 

小型乗用車やトラックを中心に国内販売台数が好調に推移している自動車業界をはじめ，電子機器・住宅関連

業界等へ積極的に受注活動を展開する一方，熾烈な価格競争に対処するために，海外での資機材調達による一層

のコストダウンに取り組んだ。その結果，受注高は669百万円（前年同期比2.1％減）と若干減少したが，売上高

は，前期受注分が当期の売上に寄与したこともあり，849百万円（前年同期比45.4％増）と大幅に増加した。 

（電気溶接機） 

生産設備の国内増強が旺盛な自動車関連業界への営業活動を重点的に行い，受注確保に意を注ぐとともに，ア

ジア諸国を中心とする海外市場からの受注確保に更なる努力を傾注した。その結果，受注高は584百万円（前年同

期比32.2％増），売上高は590百万円（前年同期比39.3％増）といずれも大幅に伸長した。 

（環境機器） 

表面処理装置に付帯する排水処理装置の拡販に努めるとともに，三価クロメート薬液管理装置（クロメートフ

ィーダー）等の関連機器の開発・改良にも努力し，拡販に努めたが，受注高は137百万円（前年同期比9.6％

減），売上高は151百万円（前年同期比6.0％減）といずれも減少した。 

（電解加工機） 

主力ユーザーである自動車部品業界の先進技術分野（ABS・AT等）における生産の品質向上に寄与すべく，引き

続き積極的な営業活動を展開する一方，顧客ニーズを充分反映した商品機能とするべく，きめ細かな技術提案営

業に努めたが振るわず，受注高は107百万円（前年同期比20.0％減）と減少し，売上高は140百万円（前年同期比

2.0％増）の微増に止まった。 



  

続いて収益面では，受注・売上の増大を実現するために，既存市場へ積極的に営業活動を展開するとともに，新

規市場の開拓にも注力した。また，海外での資機材調達の一層の拡大も含めた製品コストの格段の削減や，諸経費

の節減等に総力を挙げて取り組む一方，当期経営計画の基本方針に基づき，新たな技術開発に多くの経営資源も投

入した。その結果，当中間会計期間の経常利益は118百万円（前年同期比14.8％減），中間純利益は117百万円（前

年同期比14.3％減）の計上となった。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間のキャッシュ・フローについては，営業活動により229百万円増加し，投資活動により51百万円減

少し，財務活動により102百万円減少し，この結果，現金及び現金同等物は75百万円の増加となり，中間期末残高は

431百万円（前年同期比33.0％増）となった。 

当中間会計期間の各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動に伴う資金は，前中間会計期間に比べ税引前中間純利益が減少したものの，売上債権の減少及びたな

卸資産が減少したことにより，前年同期比で収入が129百万円増加し229百万円（前年同期比130.8％増）の収入と

なった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に伴う資金は，当中間会計期間においては有形固定資産及び無形固定資産の設備投資に伴う支出が増

加したことにより，前年同期比で支出が32百万円増加し51百万円（前年同期比173.1％増）の支出となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に伴う資金は，当中間会計期間は長期借入金の返済及び配当金の支払いがあったことにより，前年同

期比で支出が32百万円増加し102百万円（前年同期比47.6％増）の支出となった。 

  

  



２ 【生産，受注及び販売の状況】 

（1） 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を機種別に示すと，次のとおりである。 

  

（注） １ 金額は，販売価格によっている。 

 ２ 上記の金額には，消費税等は含まれていない。 

  

（2） 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を機種別に示すと，次のとおりである。 

  

（注） 上記の金額には，消費税等は含まれていない。 

  

機種別 生産高（千円） 前年同期比（％） 

電源機器 851,480 △4.1 

表面処理装置 765,484 31.4 

電気溶接機 586,731 27.0 

環境機器 153,312 △7.8 

電解加工機 116,432 △8.9 

その他 476,991 30.6 

合計 2,950,430 13.9 

機種別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

電源機器 831,916 9.6 421,773 8.6 

表面処理装置 669,536 △2.1 730,292 △17.6 

電気溶接機 584,577 32.2 236,867 24.8 

環境機器 137,264 △9.6 49,950 △51.2 

電解加工機 107,189 △20.0 45,532 △57.4 

その他 514,315 2.6 186,477 39.2 

合計 2,844,800 6.5 1,670,892 △7.6 



（3） 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を機種別に示すと，次のとおりである。 

  

（注）１ 前中間会計期間及び当中間会計期間における輸出販売高及び輸出割合は，次のとおりである。 

  

 ２ 前中間会計期間及び当中間会計期間における主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は，次のとおりである。 

  

 ３ 上記の金額には，消費税等は含まれていない。 

  

機種別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

電源機器 826,557 △7.1 

表面処理装置 849,899 45.4 

電気溶接機 590,788 39.3 

環境機器 151,796 △6.0 

電解加工機 140,002 2.0 

その他 413,336 5.3 

合計 2,972,380 14.8 

前中間会計期間 当中間会計期間 

輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 

348,533 13.5 348,175 11.7 

輸出先 前中間会計期間（％） 当中間会計期間（％） 

アジア 98.0 86.5 

アメリカ 2.0 13.5 

合計 100.0 100.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において，当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において，新たに締結した経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社が世間に誇り，差別化して育ててきた技術は，電気・電子の技術を主軸として，機械・化学等の要素技術を複

合した「ケミメカトロニクス技術」である。こうした新しい事業分野における開拓を図るとともに，顧客のニーズに

的確に応える商品の開発・改良に努めている。 

現在これらへの取り組みは，技術部門の研究開発部・製品開発部及び必要に応じて編成するチームが行っており，

新たな技術的研究課題は研究開発部が，技術的に既存商品の延長線上にあるものはその商品を担当する製品開発部の

設計部門ならびに個別に編成する開発推進チームがそれぞれ担当している。当中間会計期間は，技術的研究課題及び

既存商品のモデルチェンジ等８項目のテーマに取り組んでいる。 

（電源機器部門） 

当社のコア商品である電源機器は，表面処理用電源以外の用途開拓を目指して，新たに顧客のニーズに基づいた

特殊波形の汎用電源の開発を進めた。また，表面処理分野におけるめっき用パルス電源の開発を行い市場に投入し

た。 

一方，エネルギー分野への市場開拓を目的として複数のテーマで開発を進めてきた。その一つは，エネルギーの

配電系統バランス制御を可能とする低圧の系統バランス制御装置の製品化を行った。 

更に，当社の持つコアの技術である電力を変換・制御するパワーエレクトロニクス技術を，エネルギー・電力等

の分野に活かし展開するテーマを進めている。 

（表面処理装置部門） 

表面処理装置は，環境対応や新技術開発で新しい需要を創りだす必要に迫られている。当社では，環境にやさし

いめっきシステムの確立に向けた電源と装置の開発及びプリント板業界向けのめっき装置の要素技術開発に力を注

いできた。今後これらの技術開発の成果を環境対応や新技術開発製品として実用化を目指していく。 

また，表面処理業界のニーズに対応した計測器・管理装置の開発も進めており，来期には市場への投入を図って

いく予定である。 

（電気溶接機部門） 

電気溶接機業界では，その技術力のステイタスシンボルともいわれる溶接電流計やコントローラーであるタイマ

を当社は製品としてラインアップしている。現在，これらのモデルチェンジも進めており，来期には市場へ投入す

る予定である。 

  

なお，当中間会計期間に投入した研究開発費は１３０百万円，当中間会計期間に取得した特許権は１件であった。

平成１７年９月３０日現在保有する特許権ならびに実用新案権は，国内・国外合わせて２９件である。（実用新案に

ついては，法改正後，出願を取りやめているので保有件数は４件である。）また，当中間会計期間に出願した特許は

２件である。 

（特許 保有２５件 内当期取得１件    実用新案登録 保有４件 内当期取得０件  

 外国 保有０件   内当期取得０件    商標  保有２１件） 

  

（注）上記金額には，消費税等は含まれていない。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

前事業年度末に計画していた設備計画は，次のとおり当中間会計期間に完了した。 

  

(注) 上記の金額に消費税は含まれていない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において，新たに確定した重要な設備の新設，除却等はない。 

  

事業所名   

(所在地) 
事業部門の名称 設備の内容 投資額(千円) 完了年月 完成後の増加能力 

本社工場 

(名古屋市   

瑞穂区) 

社内全部門 
社内ＬＡＮ 

  の拡充 
33,800 平成17年６月 

処理能力低下防止が 

目的のため生産能力 

の増加はない 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合には，これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 7,843,000 7,843,000
名古屋証券取引所
市場第二部 

― 

計 7,843,000 7,843,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 7,843 ― 503,000 ― 225,585



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

(注) (財)後藤報恩会は，社会福祉事業に関する助成及び教育・文化の向上に寄与することを目的として設立され 

た法人であり，運営資金は，所有資産から生ずる収入により賄われ当社とは会の運営・資金等の関連はない。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年９月30日現在 

(注) 「単元未満株式」には当社所有の自己株式402株を含めている。 

「完全議決権株式(その他)」の普通株式には，証券保管振替機構名義の株式が3,000 株(議決権３個)含まれている。 

  

② 【自己株式等】 
平成17年９月30日現在 

  

  
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

後藤安邦 名古屋市昭和区汐見町３－４ 817 10.42

株式会社 日工 知立市山町中畑１５ 527 6.71

株式会社 ヤマサンコーポレー
ション 

名古屋市昭和区御器所通３－１５－２ 468 5.96

株式会社 ＵＦＪ銀行 名古屋市中区錦３－２１－２４ 336 4.28

財団法人 後藤報恩会 名古屋市昭和区汐見町４－１ 297 3.79

株式会社 ミヨシ 名古屋市昭和区御器所通３－１５－２ 249 3.18

明治安田生命保険相互会社 東京都新宿区西新宿１－９－１ 219 2.79

中央三井信託銀行 株式会社 東京都港区芝３－３３－１ 212 2.70

朝日火災海上保険 株式会社 東京都千代田区鍛冶町２－６－２ 187 2.39

後藤米子 名古屋市昭和区汐見町３－４ 178 2.27

計 ― 3,492 44.53

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  41,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式7,631,000 7,631 ― 

単元未満株式 普通株式 171,000 ― ― 

発行済株式総数 7,843,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 7,631 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱中央製作所 

名古屋市瑞穂区内浜町 
24番１号 

41,000 ― 41,000 0.52

計 ― 41,000 ― 41,000 0.52



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は，名古屋証券取引所市場第二部におけるものである。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はない。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 271 258 229 235 250 260

最低(円) 260 195 200 225 233 245



第５ 【経理の状況】 

１ 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語，様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

ただし,前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については，「財務諸表等の用語，様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより，改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

  

２ 当社は，証券取引法第193条の２の規定に基づき，前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について，中央青山監査法人により

中間監査を受けている。 

  

３ 当社は，子会社を有していないため，中間連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則(平成11年大蔵省令

第24号)による中間連結財務諸表は作成していない。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２ 751,558   858,651 782,730   

２ 受取手形   873,231   999,658 1,026,443   

３ 売掛金   1,141,920   1,052,423 1,379,623   

４ たな卸資産   507,998   660,585 694,435   

５ その他   40,479   36,866 119,059   

 貸倒引当金   △4,861   △6,895 △8,842   

流動資産合計    3,310,327 78.4 3,601,290 77.5   3,993,449 80.2

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物   199,732   207,703 192,497   

(2) その他   206,796   208,704 229,978   

有形固定資産合計    406,528 9.7 416,407 8.9   422,476 8.5

２ 無形固定資産    21,353 0.5 48,827 1.1   18,861 0.3

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 193,623   287,685 241,359   

(2) 投資保険料   217,618   243,949 240,534   

(3) その他   89,158   69,014 83,559   

(4) 貸倒引当金   △18,860   △18,440 △18,440   

投資その他の資産 
合計    481,540 11.4 582,208 12.5   547,013 11.0

固定資産合計    909,422 21.6 1,047,443 22.5   988,350 19.8

資産合計    4,219,749 100.0 4,648,733 100.0   4,981,799 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   890,119   1,006,831 1,000,294   

２ 買掛金   209,470   218,731 397,563   

３ 短期借入金 ※２ 926,172   912,204 955,540   

４ 未払費用   229,548   251,114 252,545   

５ 未払法人税等   5,064   5,297 10,242   

６ その他   67,140   52,440 249,453   

流動負債合計    2,327,516 55.2 2,446,618 52.6   2,865,638 57.5

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 32,208   136,673 156,671   

２ 繰延税金負債   7,772   37,201 37,830   

３ 退職給付引当金   569,039   517,665 531,724   

固定負債合計    609,019 14.4 691,539 14.9   726,226 14.6

負債合計    2,936,536 69.6 3,138,158 67.5   3,591,864 72.1

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    503,000 11.9 503,000 10.8   503,000 10.1

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   225,585   225,585 225,585   

資本剰余金合計    225,585 5.4 225,585 4.9   225,585 4.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   112,229   112,229 112,229   

２ 任意積立金   250,000   350,000 250,000   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   139,510   204,977 230,252   

利益剰余金合計    501,739 11.9 667,207 14.3   592,481 11.9

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    56,339 1.3 120,641 2.6   73,877 1.5

Ⅴ 自己株式    △3,451 △0.1 △5,858 △0.1   △5,010 △0.1

資本合計    1,283,213 30.4 1,510,575 32.5   1,389,934 27.9

負債・資本合計    4,219,749 100.0 4,648,733 100.0   4,981,799 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    2,589,461 100.0 2,972,380 100.0   5,318,802 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３  1,972,010 76.2 2,260,295 76.0   4,139,728 77.8

売上総利益    617,451 23.8 712,084 24.0   1,179,074 22.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３  465,430 17.9 587,328 19.8   926,355 17.4

営業利益    152,020 5.9 124,755 4.2   252,718 4.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  3,356 0.1 5,177 0.2   8,712 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  15,712 0.6 10,957 0.4   27,589 0.5

経常利益    139,664 5.4 118,974 4.0   233,841 4.4

Ⅵ 特別利益    ― ― 1,947 0.1   ― ―

Ⅶ 特別損失    1,167 0.1 2,099 0.1   3,532 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    138,496 5.3 118,822 4.0   230,309 4.3

法人税、住民税 
及び事業税    1,071 0.0 1,071 0.0   2,142 0.0

中間(当期)純利益    137,425 5.3 117,751 4.0   228,167 4.3

前期繰越利益    2,084 87,225   2,084 

中間(当期)未処分 
利益    139,510 204,977   230,252 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  138,496 118,822 230,309

２ 減価償却費  21,055 25,393 43,823

３ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 148 △1,947 3,709

４ 退職給付引当金の減少額  △20,273 △14,059 △57,588

５ 受取利息及び受取配当金  △1,658 △2,515 △3,160

６ 支払利息  14,959 8,705 26,113

７ 固定資産除却損  1,167 2,099 3,532

８ 売上債権の減少額 
  (△増加額) 

 △144,889 154,982 △362,429

９ たな卸資産の減少額 
  (△増加額) 

 5,791 33,850 △180,645

10 仕入債務の増加額 
  (△減少額) 

 54,583 △91,068 262,681

11 その他  45,369 4,635 93,329

小計  114,750 238,898 59,676

12 利息及び配当金の受取額  1,658 2,515 3,160

13 利息の支払額  △14,959 △10,037 △26,113

14 法人税等の支払額  △2,142 △2,142 △2,142

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 99,307 229,234 34,580

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △146 △190 △286

２ 長期貸付金の貸付 
  による支出 

 △500 ― △500

３ 長期貸付金の回収 
  による収入 

 1,607 1,157 3,239

４ 有形固定資産及び 
無形固定資産の取得 

 △17,975 △51,389 △56,563

５ その他  △1,693 △679 △21,564

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △18,709 △51,102 △75,675



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金純増減額  △5,500 ― △5,000

２ 長期借入による収入  ― ― 200,000

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △43,336 △63,334 △90,005

４ 配当金の支払額  △19,544 △38,028 △18,952

５ その他  △873 △848 △2,431

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △69,253 △102,210 83,610

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  11,344 75,921 42,516

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 313,213 355,730 313,213

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 324,558 431,651 355,730

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  関連会社株式 

   移動平均法による原

価法 

(1) 有価証券 

  関連会社株式 

同左 

(1) 有価証券 

  関連会社株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し，売却

原価は移動平均法

により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    期末決算日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し，売却

原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) デリバティブ  

  時価法 

(2) デリバティブ  

     同左 

(2) デリバティブ 

     同左 

  (2) たな卸資産 

  製品及び仕掛品 

   個別法による原価法 

  材料 

   移動平均法による原

価法 

(3) たな卸資産 

同左 

(3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   ただし，平成10年４

月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)

については定額法 

   なお，耐用年数及び

残存価額については，

法人税法に規定する方

法と同一基準による。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法 

   ただし，ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては，社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基

準 

(1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒による損

失に備えるため，一般

債権については，貸倒

実績率により，貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し，回収不

能見込額を計上してい

る。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため，当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき，当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を計上している。

なお，会計基準変更時

差異(970,074千円)に

ついては，15年による

按分額を費用処理して

いる。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため，期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき計上している。 

   なお，会計基準変更

時差異(970,074千円)

については，15年によ

る按分額を費用処理し

ている。 

４ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については，通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

いる。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方

法 

(1) ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジによって

いる。 

同左 同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段…金利ス

ワップ 

ヘッジ対象…借入金

の利息 

    

  (3) ヘッジ方針 

   内部規定に基づき，

ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしてい

る。 

    



  

  

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

(4) ヘッジ有効性評価の方
  法 
   ヘッジ対象のキャッ
シュ・フロー変動の累
計とヘッジ手段のキャ
ッシュ・フロー変動の
累計を比較し，両者の
変動額を基礎にして，
ヘッジ有効性を評価し
ている。 

同左
  
  
  
  
  
  
  
  
  

同左 
  
  
  
  
  
  
  
  
  

６  中間キャッシ

ュ・フロー計算

書(キャッシュ・

フロー計算書)に

おける資金の範

囲 

 手許現金，要求払預金及

び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する流動性の

高い，容易に換金可能であ

り，かつ，価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資。 

同左 同左 

７ その他中間財務

諸表(財務諸表)

作成のための基

本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は，

税抜方式によっている。 

 なお，仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え，流動負債のその他に含

めて表示している。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は，

税抜方式によっている。 



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） ――――――― 

   当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用してい

る。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

  

      



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,102,297千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,066,038千円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

1,084,506千円 

※２ 担保資産 

   短期借入金777,000千円なら

びに長期借入金118,880千円

(１年内返済予定長期借入金

を含む)の担保として差入れ

ている。 

 定期預金 427,000千円

 建物・構築物 205,265千円

 土地 108,730千円

 投資有価証券 87,040千円

※２ 担保資産 

   短期借入金800,000千円なら

びに長期借入金32,208千円

(１年内返済予定長期借入金

を含む)の担保として差入れ

ている。 

 定期預金 427,000千円

 建物・構築物 214,877千円

 土地 108,730千円

 投資有価証券 130,638千円

※２ 担保資産 

   短期借入金800,000千円なら

びに長期借入金75,544千円

(１年内返済予定長期借入金

を含む)の担保として差入れ

ている。 

定期預金 427,000千円

建物・構築物 197,631千円

土地 108,730千円

投資有価証券 109,417千円

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 185千円

 受取配当金 1,473千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受取利息 124千円

 受取配当金 2,391千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 334千円

受取配当金 2,825千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 14,959千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

 支払利息 8,705千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 26,113千円

※３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 17,460千円

 無形固定資産 3,595千円

※３ 減価償却実施額 

 有形固定資産 19,845千円

 無形固定資産 5,547千円

※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 36,460千円

無形固定資産 7,363千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 751,558千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△427,000千円

現金及び現金同等物 324,558千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 858,651千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△427,000千円

現金及び現金同等物 431,651千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

現金及び預金勘定 782,730千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△427,000千円

現金及び現金同等物 355,730千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額，

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
有形 
固定資産 
その他 

無形 
固定資産 合計 

  (千円) (千円) (千円) 

取得価額 
相当額 20,113 20,630 40,744 

減価償却 
累計額 
相当額 

8,557 6,282 14,840 

中間期末 
残高 
相当額 

11,555 14,347 25,903 

① リース物件の取得価額相当額，

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
有形
固定資産
その他 

無形
固定資産

合計

  (千円) (千円) (千円)

取得価額 
相当額 17,062 20,630 37,693

減価償却 
累計額 
相当額 

9,028 10,409 19,437

中間期末 
残高 
相当額 

8,034 10,221 18,255

① リース物件の取得価額相当額，

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
有形
固定資産
その他 

無形 
固定資産 合計 

(千円) (千円) (千円) 

取得価額
相当額 17,062 20,630 37,693 

減価償却
累計額 
相当額 

7,322 8,345 15,668 

期末残高
相当額 9,740 12,284 22,025 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 7,549千円

１年超 19,608千円

合計 27,158千円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 7,476千円

１年超 12,132千円

合計 19,608千円

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 7,549千円

１年超 15,805千円

合計 23,354千円

③ 支払リース料，減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,367千円

減価償却費相当額 4,000千円

支払利息相当額 476千円

③ 支払リース料，減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 4,111千円

減価償却費相当額 3,769千円

支払利息相当額 365千円

③ 支払リース料，減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 8,600千円

減価償却費相当額 7,879千円

支払利息相当額 905千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし，残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし，各期への配分方法に

ついては，利息法によってい

る。 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 114,458 176,728 62,269 

(2) その他 15,002 16,845 1,842 

合計 129,461 193,573 64,112 

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

(1) 関連会社株式 19,000

(2) その他有価証券 

   非上場株式(店頭売買株式を除く) 50

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 114,789 266,791 152,002 

(2) その他 15,002 20,843 5,841 

合計 129,792 287,635 157,843 

区分 
中間貸借対照表計上額

(千円) 

(1) 関連会社株式 19,000

(2) その他有価証券 

   非上場株式 50



前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

すべてヘッジ会計を適用しているため，注記の対象から除いている。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

すべてヘッジ会計を適用しているため，注記の対象から除いている。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

すべてヘッジ会計を適用しているため，注記の対象から除いている。 

  

(持分法損益等) 

  

  

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 114,598 223,630 109,032 

(2) その他 15,002 17,678 2,676 

合計 129,601 241,309 111,708 

区分 
貸借対照表計上額

(千円) 

(1) 関連会社株式 19,000

(2) その他有価証券 

   非上場株式 50

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

関連会社に対する投資の金額(千円) 19,000 19,000 19,000 

持分法を適用した場合の投資の金額 

(千円) 
50,447 62,469 58,033 

持分法を適用した場合の投資利益の 

金額(千円) 
6,761 4,436 14,347 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は，以下のとおりである。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 164.26円 １株当たり純資産額 193.62円 １株当たり純資産額 177.57円

１株当たり中間純利益 17.58円 １株当たり中間純利益 15.09円 １株当たり当期純利益 28.69円

 なお，潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については，潜在株

式がないため記載していない。 

 なお，潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については，潜在株

式がないため記載していない。 

 なお，潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については，潜在株

式がないため記載していない。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 
(千円) 137,425 117,751      228,167 

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 
(利益処分による役
員賞与金) 

        ―
(―) 

        ―
(―) 

       4,000 
       (4,000) 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(千円) 137,425 117,751      224,167 

期中平均株式数(千株) 7,815 7,803       7,812 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に，次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第98期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
東海財務局長に提出。 

(2) 
  

訂正報告書 
  

事業年度 
(第97期) 

自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日

  
平成17年12月19日 
東海財務局長に提出。 

(3) 
  

訂正報告書 
  

上記(1)の訂正報告書 
  

  
平成17年12月19日 
東海財務局長に提出。 

            

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２０日

株 式 会 社 中 央 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製作所

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第９８期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社中央製作所の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６

年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

株 式 会 社 中 央 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社中央製作所

の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第99期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社中央製作所の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 長谷川 周 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 川   勝 
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